
「浦安市老人福祉センター施設開設用備品購入」に関する談合情報に対する 

対応について 

 

本案件については、当初、平成２１年１月１３日に入札の執行を予定していましたが、

平成 20年 12月 24日から平成２１年１月６日にかけて、市民Ａ氏から指名業者に配付し

た購入物品一覧表の内容や複数の指名業者名が漏れている旨の通報がありました。 

本市財務部契約管財課職員が通報者に確認したところ、指名業者に配付した購入

物品一覧表と同様（通報者の所持している書類の提出を求めたが、提出いただけなかっ

たことから目視により確認）のものと確認できたことから、１月１３日の入札を中止し指名業

者に対し事情聴取を行いました。 

事情聴取では、いずれの指名業者からも入札情報を漏えいした事実を確認できませ

んでした。 

この調査結果を受け、１月１４日に浦安市公正入札調査委員会（以下「調査委員会」

という。）を開催し、審議した結果、談合の事実を確認できないことから、改めて入札を執

行するとの結論に達しました。 

このことから、再度入札を執行するために、１月２０日に指名業者７社に対し入札の指

名通知書を再度配付しました。 

しかしながら、１月２２日市民Ａ氏より再度の通報があり、「今回は物品購入一覧表に

記載された製品を取り扱うメーカーのうち３社が話し合い、指名業者Ｂ社を落札者と決め

ていて、Ｂ社が落札した場合には、他の指名業者に金銭を分配する約束がなされてい

る。」との談合情報が寄せられました。 

これにより、「談合情報対応マニュアル（以下「対応マニュアル」という。）」に基づき、再

度事情聴取を実施しました。 

再度の事情聴取は、メーカー３社及び指名業者７社に対して行いましたが、いずれの

業者からも談合の事実を確認できませんでした。 

事情聴取終了後「調査委員会」を開催し、調査結果を報告し内容を審議した結果、

通報者が情報の出所を明らかにせず、指名業者等からの談合の事実が確認できないの

であれば、「対応マニュアル」に基づき、誓約書の提出を求め、談合の事実があったと確

認した場合には、入札を無効とする旨、警告をしたうえで入札を実施し、入札後その結

果を調査委員会で審議し、落札者を決定することとしました。 

当該入札につきましては、１月２７日に執行し、全指名業者７社の参加のもと通報とは

異なる C社が最低価格での応札者となりました。 

この入札結果を受け、２月２日に開催した調査委員会において審議をした結果、入札

を無効とする談合の事実を確認できないことから、この入札を有効とし C社を落札者と決

定したものです。 
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